
平成２６年度　政府予算案（大阪府環境農林水産部関係）の決定内容

平成26年2月21日
大阪府
※ １月３１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１.地域の特性に応じたエネルギー政策の推進
　・H26年度の固定買取価格の速やかな
決定、平成27年度以降の買取価格設定の考え方の早期提示等
　・住宅用太陽光発電補助制度の継続及び審査体制の堅持
　・BEMSの認知度の向上及び補助制度
の継続と見直しなど、特に中小事業所の省エネ対策の促進
	◆概算要求の状況　経済産業省
○エネルギー使用合理化等事業者支援補助金　〔全〕700億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕310億円）

※BEMSについては、単独の補助制度から、省エネ設備導入支援の一環として上記補助制度の対象となる形で継続

	　　　　　〔全〕410億円

H25補正：〔全〕150億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・H26年度の買取価格の決定時期については、前年度同様、年度末となる見込み
また、H27年度以降の買取価格については、議論されていない
・住宅用太陽光発電補助制度については予算要求されておらず、審査体制についても継続予定なし

	

	２．廃棄物の適正処理及び広域化の推進

（１）産業廃棄物の不法投棄等に起因する支障除去に関する支援制度の今後のあり方
　・平成28年度以降の法制化を視野に入れた恒久的な支援制度の構築等

	◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない

・今後とも国に対して働きかけを実施

	

	（２）ごみ処理広域化の促進

　・循環型社会形成推進交付金制度等の国の財政支援制度において、広域化を加速化できるような制度の充実
	◆概算要求の状況　環境省
○廃棄物処理施設の整備

　循環型社会形成推進交付金（浄化槽分を除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕572億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕354億円）

	　　　　　〔全〕445億円

H25補正：〔全〕604億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない

　・今後とも国に対して働きかけを実施

	

	３．大阪の農林水産業の推進
（１）都市農業における「農地の中間的受け皿」の整備・活用

　・農地の規模・地域や担い手の要件について、大都市域での農業の振興や農空間保全制度にも配慮した制度設計

	◆概算要求の状況　農林水産省
○農地中間管理機構による集積・集約化活動【新規】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕1,039億円
	　　　　　〔全〕305億円
H25補正：〔全〕400億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない

　・今後とも国に対して働きかけを実施

	

	（２）都市農業の推進、都市農地の保全に資する支援制度の拡充
　・生産緑地における農業経営基盤強化
促進法に基づく利用権の設定

　・生産緑地における税制の見直し

	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない

　・今後とも国に対して働きかけを実施

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	（３）ため池の耐震対策の推進
　・耐震性調査診断、耐震整備の推進のための要件緩和（震災対策農業水利整備事業）
	◆概算要求の状況　農林水産省
○農村地域防災減災事業　　　　　　　　　　 〔全〕33７億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H25：〔全〕270億円）

※震災対策農業水利施設整備事業：H26年度より農村地域防災減災事業に統合

	　　　　　〔全〕274億円

H25補正：〔全〕210億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない

・今後とも国に対して働きかけを実施

	

	（４）ウメ輪紋ウイルスの対策
　・緊急防除区域の指定に係る当該自治体からの意見徴収

　・同区域での移動規制に伴う補償措置
　・農林水産省植物防疫所の体制充実

	◆概算要求の状況　農林水産省
○重要病害虫のまん延防止・早期根絶のための緊急防除の実施事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※〔全〕18億円の内数
　　　　　　　　　　　　　　　　（H2５：〔全〕2.71億円）

　　　　　※食の安全消費者の信頼確保対策の総合的な推進事業

	　　　　 〔全〕2.66億円

H25補正：〔全〕 29億円
	

	４．米トレーサビリティ法に係る公表規定の追加
	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない

　・今後とも国に対して働きかけを実施

	

	５．動物虐待や生活環境被害発生時の動物の収容取扱
　・飼養者への強制立入りや飼主の所有権制限による保護が可能となる「動物の愛護及び管理に関する法律」の改正

	◆予算項目以外の状況
　・要望内容に係る具体的な法改正は見受けられない

　・今後とも国に対して働きかけを実施

	

	６．大阪湾における適正な栄養塩類の管理
　・今後の窒素及びりん等に係る総量削減対策の推進にあたり、生物多様性・生物生産性の向上の観点も備えた水質保全対策の確立

　・水域ごとの栄養塩類の適正な管理方策についての調査研究や実証実験等の取組みの早急な実施
	◆概算要求の状況　環境省

○持続可能な沿岸海域実現を目指した沿岸海域管理手法の開発
　【新規】　　　　　　　　　　　　　 ※〔全〕５９億円の内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※環境研究総合推進費

	　 ※〔全〕５４億円の内数
　　 ※環境研究総合推進費
	

	
	◆予算項目以外の状況
　・H24.10月　中央環境審議会より「瀬戸内海における今後の目指すべき将来像と環境保全・再生の在り方について」答申
　・H25. 4月　環境省が中央環境審議会に瀬戸内海環境保全基本計画の変更について諮問
　　　　　　　　⇒ 中央環境審議会水環境部会瀬戸内海環境保全小員会において、栄養塩類の適正管理方策等も踏まえた、次期「瀬戸内海環境保全計画」について審議中

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
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